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は し が き

本報告書は、金融法務研究会第１分科会における平成 27 年度の研究の内容を取りま
とめたものである。

金融法務研究会は、平成２年 10 月の発足以来、最初のテーマとして、各国の銀行取
引約款の検討を取りあげ、その成果を平成８年２月に「各国銀行取引約款の検討―その
Ⅰ・各種約款の内容と解説」として、また平成 11 年３月に、「各国銀行取引約款の比較
―各国銀行取引約款の検討　そのⅡ」として発表した。平成 11 年１月以降は、金融法
務研究会を第１分科会と第２分科会とに分けて研究を続けている。

第１分科会で取り上げたテーマは、巻末の報告書一覧のとおりであるが、平成 27 年
度は「デリバティブ取引に係る諸問題と金融規制の在り方」をテーマとして取りあげ、
その研究成果を本報告書に取りまとめた。

本報告書においては、第１章で「３当事者間の相殺」（中田裕康担当）、第２章で「デ
リバティブ取引に関する法の動向―ネッティングを中心として―」（神田秀樹担当）、第
３章で「CCP に関する倒産法的な問題点」（松下淳一担当）、第４章で「CCP 等、デリ
バティブ取引に係る監督法的規制―店頭デリバティブを中心に―」（岩原紳作担当）、第
５章で「CCP 等に関する国際的な側面に関する幾つかの問題」（森下哲朗担当）、第６章
で「ドイツにおける店頭デリバティブ取引規制の動向―倒産法との関係を中心として
―」（神作裕之担当）、第７章で「アメリカにおけるデリバティブ取引の規制―証拠金に
関する規制を題材として」（加藤貴仁担当）を取りあげている。

このうち第１章においては、民法の相殺制度による保護の対象について、時間的なず
れがある場合や当事者が３名以上いる場合における相殺の制限を検討・考察する。第２
章においては、店頭デリバティブ取引における二当事者間の契約で定められる一括清算
ネッティングについて、国際スワップス・デリバティブズ協会（ISDA）のマスター契
約書式等を概観し、近年の裁判事例を素材に問題点を検討する。第３章においては、金
融商品取引清算機関に係る法律関係、店頭取引に係る清算制度関係者の破綻の場合の処
理について概観したうえで、CCP の破綻を回避する仕組みを検討する。第４章において
は、CCP 等、デリバティブ取引に係る監督法的規制について、店頭デリバティブを中心
に概観したうえで、これらの問題点を検討する。第５章においては、中央清算機関への
清算集中義務と代替的コンプライアンスに関する問題について、欧米や日本の状況を概
観したうえで、規制の重複を調整する手段を検討する。第６章においては、ドイツにお
ける店頭デリバティブ取引に係る規制のうち、倒産法上の規律との抵触が問題となる場
合の解決策について概観し、わが国への示唆を述べる。第７章においては、アメリカの
連邦法におけるデリバティブ取引に関する規制を取りあげ、CCP において清算されない
店頭デリバティブ取引を対象とした証拠金に関する規制を紹介・分析する。

本報告書が銀行実務家をはじめ、各方面の方々のお役に立つことができれば幸いである。
なお、本研究会には、銀行の法務分野から実務を担当する方にオブザーバーとしてご

参加いただいている。また、事務局を全国銀行協会業務部にお願いしている。
最後に、同分科会においては、平成 29 年度には「FinTech 等による金融手法の変革に係

る法的課題と規制の在り方」をテーマとして取りあげ、研究を続けている。
平成 30 年３月

金融法務研究会座長　　
岩　原　紳　作
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